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啓発・広報
普及啓発事業
（健康福祉局障害企画課）

平成16年度 1,305,000
　障害のある方の地域生活を支えるために、市民への障害理解を深める研修会の開催や、コミュニ
ケーションツールの作成・配布、広報等による幅広い普及啓発

在宅障害児・者緊急一時保護事業
（健康福祉局障害支援課）

平成15年度 11,725 　緊急時（一時的なもの）に介護人を自宅派遣

運営委員会運営型障害者グループホーム設置運営
費補助事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和60年度 842,642
　法人格を有しない運営委員会が設置・運営するグループホームに対し、運営費等を補助（身体障害
者含む）

障害者グループホーム設置運営費補助事業（身体
障害者対象）
（健康福祉局障害支援課）

平成9年度 259,272
　法人格を有する者が設置・運営する身体障害者を対象としたグループホームに対し、運営費等を補
助

こころの健康相談センター事業
（健康福祉局こころの健康相談センター）

平成8年度 43,108

【精神障害者保健福祉手帳交付事業　生活支援】
　一定の精神障害を有する者に対し、障害の程度を証し、日常・社会生活に要する福祉サービスを利
用し易くするための手帳を交付し、精神障害者の自立や社会参加を促進する
【精神医療適正化対策事業　保健・医療】
　精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保護を確保するため、精神障害者の入院の要
否及び処遇の適否に関する審査を行う精神医療審査会を運営する

精神障害者社会復帰施設助成事業
（健康福祉局障害支援課）

平成元年度 119,618
　精神障害者授産施設及び精神障害者生活訓練施設（援護寮）等を運営する法人団体に、施設運営
等に係わる経費を補助する

在宅障害者援護事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和49年度 236,288
　障害児者団体等に対し障害福祉に関する専門的な相談や研修、地域に向けた広報活動等に事業
費の一部を補助する

障害者地域活動ホーム助成事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和55年度 1,479,397
　障害児・障害者とその家族の地域生活を支援する障害者地域活動ホームが実施するショートステ
イ・一時ケアなどの生活支援事業等について、その経費を助成します

精神障害者生活支援センター生活支援事業
（健康福祉局障害支援課）

平成20年度 2,850
　ひきこもりなどにより生活支援センターを利用しづらい精神障害者を対象として、生活支援センター
が地域に踏み込んでサービス提供を行うとともに、生活支援センターの設備を活用して宿泊支援事業
を実施します

障害児施設利用者負担助成事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成18年度 58,066
　障害児施設給付費（障害児施設医療費を含む）支給決定児童の世帯の、施設利用に伴う利用者負
担金等に対して減免措置を実施する

身体障害者奨学金支給事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

昭和39年度 8,200 　経済的理由により就学が困難な身体障害者に学資を支給し、社会的自立を促進する

訓練介助器具助成事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

昭和57年度 13,084 　在宅障害児に訓練器具、自助具、介助用具の購入経費の一部を助成する

福祉バス運行事業費補助
（健康福祉局福祉保健課）

昭和53年度 68,146 　横浜市社会福祉協議会が実施する福祉バス運行事業について、事業経費を補助

福祉のまちづくり条例推進事業
（健康福祉局福祉保健課）

平成9年度 3,970
　・福祉のまちづくり条例に基づく、普及啓発
　・市民、事業者、市の三者の連携による、福祉のまちづくりの推進

鉄道駅舎エレベーター等設置事業
（健康福祉局福祉保健課）

平成2年度 137,970
　鉄道事業者に対して、市内の駅におけるエレベーター、多目的トイレの設置にかかる事業費の一部
を補助

生活支援

生活環境

横浜市
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生活環境
高齢者・障害者等に配慮した路線バス整備事業
（健康福祉局福祉保健課）

平成10年度 80,550 　市内に営業所を持つ、路線バス事業者に対して、ノンステップバス導入にかかる経費の一部を補助

障害児居場所づくり事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成18年度 161,140
　学齢期における障害児が豊かな放課後を過ごせるよう、地域における放課後の居場所づくりに取り
組んでいる区や団体に対して人件費等を助成する

地域療育センター学校支援事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成19年度 132,432
　地域療育センター及び総合リハビリテーションセンターに専任の学校支援担当スタッフを配置し、市
内小学校への技術支援を実施する

特別支援教育学校生活支援事業
（教育委員会特別支援教育課）

平成7年度 31,074
　小・中・特別支援学校に在籍する児童生徒の保護者が行っている校内生活や登下校の介助を支援
するため、学校生活支援員を配置する他、聴覚障害児に対してノートテイクボランティアを派遣する

特別支援学校医療的ケア体制整備事業
（教育委員会特別支援教育課）

平成15年度 56,919 　肢体不自由特別支援学校に看護師を配置し、医療的ケアの実施体制を整備する

夏休み支援事業
（教育委員会特別支援教育課）

平成15年度 638
　学齢障害児の夏休み期間中における余暇活動の充実及び保護者の介助負担の軽減を図るため、
特別支援学校において、教員や地域協力者によるプール指導・開放や部活動・文化活動指導等を行
う

特別支援学校就労支援事業
（教育委員会特別支援教育課）

平成14年度 10,701
　高等特別支援学校生徒の就労先の確保及び職場定着率の向上のため、就労支援指導員による職
場開拓や定着訪問を行うとともに、職業教育の充実をめざし、外部講師による実践的職業教育等を行
う

障害者地域作業所設置運営費補助事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和52年度 544,908
　障害者が自主製品等の製作を行い、社会参加を行う場である障害者地域作業所に対し、運営費等
を補助

精神障害者地域作業所助成事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和58年度 135,907
　精神障害者に対して、作業訓練や生活指導等を通して、就労意欲の向上や対人関係の改善等を援
助し、社会復帰促進を図る地域作業所の設置・運営を助成する

障害者農業就労援助事業
（健康福祉局障害企画課）

平成4年度 1,835
　就労を希望する知的障害者を対象に農業研修を行い、農業分野等で適性にあった職場の開拓、就
労後の定着などを援助を行う

障害者就労支援センター運営事業
（健康福祉局障害企画課）

平成3年度 195,143
　就労を希望する障害者や就労中の障害者を対象に、本人・家族への継続した支援と企業側への支
援を、関係機関と連携して行う、障害者就労支援センターの運営管理（現在8か所）

企業支援事業
（健康福祉局障害企画課）

平成15年度 3,494
　障害者雇用を行いまたは検討している企業に対し、企業・就労支援機関相互の見学会の実施等を
通じて、相談・助言及び雇用支援を行い、雇用の場の拡大を図る

企業表彰事業
（健康福祉局障害企画課）

平成19年度 537 　市内事業所の障害者雇用事例の表彰・紹介による普及啓発

ふれあいショップ設置促進事業
（健康福祉局障害企画課）

平成7年度 5,362 　公共施設内に喫茶店等を設置し、障害者の就労の場の確保と障害者福祉の理解促進を図る

障害者福祉的就労促進事業
（健康福祉局障害企画課）

平成元年度 20,334 　一般就労することが困難な知的障害者を雇用する事業所に対して、奨励金を交付

共同受注事業
（健康福祉局障害企画課）

昭和57年度 4,221 　障害者施設等への作業発注を促進させるため、発注を行う企業の開拓、庁内へのＰＲ

知的障害者雇用事業
（健康福祉局障害企画課）

平成19年度 8,381
　知的障害者を雇用し、ノウハウ等を他の企業や公的機関に提供することにより、いっそうの障害者雇
用を促進する。（平成21年10月1日現在3名採用）

横浜市

教育・育成

雇用・就業
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精神障害者社会適応訓練事業
（健康福祉局障害企画課）

平成8年度 12,585
　就労が困難な精神障害者を対象に、民間の協力事業所に対して作業能力や環境適応能力等の向
上を図るための訓練を委託し、就労前訓練を行う

ハマジョブサポーター事業
（健康福祉局障害企画課）

平成21年度 3,254
　障害者が安心して職場で働き続けることを目的に、有償ボランティア（ハマジョブサポーター）を育成
することにより、就労支援機関の実習や職場定着をサポートする人材不足の改善を図る

障害者雇用の拡大事業
（健康福祉局障害企画課）

平成21年度 17,056
　健康福祉局障害企画課以外の区局で知的障害者を雇用し（6か月間）、ノウハウ等を提供することに
より、いっそうの障害者雇用を促進する（平成21年10月1日現在10名採用）
　緊急経済対策として実施

精神保健福祉対策事業（実地指導・審査部分）
（健康福祉局障害支援課）

平成8年度 618
　入院患者に対して実地に診察を行い、入院の要否を審査する入院患者実地審査と、精神科病院の
運営状況や患者の処遇について実地に調査・指導を行う精神科病院実地指導を実施する

重症心身障害児者医療提供体制支援事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成19年度 2,240
　在宅で生活する重症心身障害児者の医療提供体制を支援するため、専門医療機関、一般診療所・
病院間の医療連携ネットワークを構築する。また、重心医療を行う医療機関情報の発信や看護師等
の医療スタッフの養成研修を行う

学齢障害児支援事業(学齢後期）
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成13年度 65,182
　障害のある児童が成人期を迎えたときに円滑に自立生活に移行することができるよう、学齢後期(概
ね中学校期以降）の障害児を対象とした専門機関による相談、診療の場を確保し、発達障害に起因す
る諸問題の解決に向けた支援を実施する

情報・コミュ
ニケーション

障害者情報支援事業
（健康福祉局障害企画課）

－ 7,174 　「障害福祉のあんない」の発行、ホームページ運営等

雇用・就業

保健・医療

横浜市
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